












































































はそれが戦後の農業協同組合 ・ 生活協同組合 ・ 信用金庫へとつながり、また一九三八（昭和一三）年に国民健康保険法が制定されるまでは、産業組合運動の一環として医療利用組合が農山漁村の医療に大きな役割を果たしたことなどから、 保険制度の研究者はもとより、近代史研究者とりわけ近代農村史研究者の重要な研究対象とされてきた。したがって戦前の産業組合については、最盛期である戦前昭和期に運動の中核となった産業組合青年連盟（産青連）を中心に、その実態をめぐりかなり分厚い研究蓄積がある
（１）
。一方、昭和恐慌以








して産業組合による肥料購買事業（具体的には肥料配給事業）に対し助成金を与えたことで、産業組合による肥料配給が急増したこは、 肥料商人側の危機意識を一挙に高めることとなった。 これ 対し、反産運動の組織的中核であった日本商工会議所は、産業組合の保護をやめその活動を厳しく取り締ま ことを求め 建議を政府に提出するなど、陳情を中心と た反産運動を進めていったが、その二年後の昭和七年に、 産業組合の拡充をめざす 「産業組合拡充五カ年計画」が発表されるに及び 日本商工会議所による反産運動は 会を見据えた政治運動へと発展していった。翌昭和八年に 日本商工会議所が中心となり、全国米国商業組合連 会や全日本肥料団体連合会など九団体による「全日本商権擁護連盟」が結成され、組織的・全国的に激しい反産運動が展開することになるのである。　
商人層と農民層との対立、しかもいずれも弱い立場にある中小商





接関係する三つの法案が成立す 。 米穀自治管理法 ・ 産繭処理統制法 ・重要肥料業統制法の三 の審議経過には、昭和恐慌下で窮地に立つ農民層、彼らを強力に保護することで社会の動揺 抑えようとする政府、そしてそのため 没落の危機に直面し激しい反対運動を展開す ことで政府にとっては新たな社会不安になりかねない中小商人層のせめぎ合いが如実に表れている。殊に、これら三法案のうち産繭処理統制法・重要肥料業統制法の二法案 いずれも肥料製造大資本・製糸大資本を埒外に置いた内容で成立したことは、反産運動と反・反産運動がもたらした結果が、最終的 は、小商人と農村小生産者との対立であったことを如実に物語っている。　
折しも帝国議会では産業組合をめぐって農林省と商工省が鋭く対

















組合数 組合員数 組合数 組合員数
明治 37 1,232 48,127 大正 12 14,260 3,030,157
38 1,671 68,563 13 14,444 3,315,283
39 2,470 134,371 14 14,517 3,635,748
40 3,363 151,123 昭和 1 14,373 3,947,806
41 4,391 284,654 2 14,186 4,157,404
42 5,690 392,411 3 14,171 4,405,553
43 7,308 534,085 4 14,047 4,571,785
44 8,663 754,767 5 14,082 4,743,091
大正 1 9,683 945,578 6 14,163 4,813,140
2 10,455 1,090,475 7 14,352 4,978,248
3 11,160 1,204,232 8 14,651 5,238,253
4 11,509 1,288,984 9 14,815 5,505,897
5 11,753 1,357,502 10 15,028 5,795,139
6 12,025 1,488,995 11 15,460 6,127,425
7 12,523 1,688,431 12 14,512 6,288,111
8 13,106 1,941,072 13 15,328 6,766,479
9 13,442 2,290,235 14 15,232 7,085,193
10 13,772 2,518,746 15 15,101 7,622,984




信 （%） 購 （%） 販購 （%） 信購 （%）信販購（%）信販購利（%）
明治	33 13 62 2 10 3 14 0 0 0 0 0 0
38 986 59 273 16 142 8 0 0 0 0 0 0
43 2,226 30 772 11 503 7 1,239 17 1,062 15 369 5
大正	 4 3,015 26 535 5 461 4 2,583 22 2,608 23 946 8
9 2,650 20 454 3 385 3 3,045 23 3,975 30 1,696 13
14 2,935 20 370 2 305 2 2,649 18 3,807 26 3,161 21
昭和	 1 2,552 18 330 2 286 2 2,480 17 3,578 25 3,353 23
2 2,556 18 315 2 277 2 2,333 16 3,395 24 3,437 24
3 2,601 18 316 2 275 2 2,241 16 3,217 23 3,534 25
4 2,547 18 305 2 265 2 2,145 15 3,086 22 3,593 26
5 2,449 17 323 2 284 2 2,024 14 3,075 22 3,751 27
6 2,135 15 325 2 286 2 1,929 14 3,132 22 4,151 29
7 2,051 14 336 2 307 2 1,759 12 3,194 22 4,497 31
8 1,756 11 332 2 292 2 1,370 9 3,718 24 6,062 39
9 1,511 10 332 2 263 2 1,058 7 3,361 21 7,206 46
10 1,313 9 314 2 258 2 760 5 1,952 13 8,430 56
11 1,117 7 301 2 239 2 504 3 1,560 10 9,831 64
12 895 6 270 2 170 1 219 2 988 7 10,362 71
13 749 5 257 2 187 1 136 1 791 5 11,671 76
14 706 5 255 2 176 1 113 1 648 4 11,839 78
15 667 4 258 2 165 1 96 1 536 4 11,968 79
16 613 4 254 2 139 1 73 0 380 3 11,999 81
	 1）各年版の『産業組合年鑑』により作成。













かわらず、大正期を通じて組 員 自体 それを上回る伸び率で増加していった。この背景には、産業組合にとって重要な二つ 法制上の措置があ
（３）
。一九一七（大正六）年の産業組合法第三次改正








業務範囲も拡がった。生産組合の性格変化をもたらす重要な措置であり、産業組合全体の展開にとっても少なからぬ役割を果たしている。 そのわずか四年後 大正一〇年には、 第四次改正の一環として 「生産組合」の名称が「利用組合」へと変更され うえ、生産設備利用に加えて「経済に必要な設備」
（５）
すなわち生活上で必要な設備の利用
さえも可能となった。生産 活動目的が、農業そのものの生産・流通を掌握することに加え、農村生活全般をも取り込んだ いわば農民の全生活に関与することへ 大きく変わったことを示す法改正であった。　
こうした措置を通じて産業組合員数が増加したことに疑いはない





















































































































順位 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年
1 長野 長野 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡
2 新潟 兵庫 長野 長野 長野 長野 長野 長野 長野 鹿児島 兵庫
3 兵庫 福岡 兵庫 兵庫 新潟 新潟 新潟 鹿児島 鹿児島 兵庫 鹿児島
4 静岡 新潟 新潟 鹿児島 兵庫 鹿児島 鹿児島 兵庫 兵庫 長野 長野
5 福岡 静岡 鹿児島 新潟 新潟 兵庫 兵庫 新潟 新潟 新潟 新潟
	 1）出典は表 1 に同じ。
表５　農家戸数（昭和）の順位（県名）
順位 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10 年 11 年 13 年 14 年 15 年
1 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島
2 長野 長野 長野 長野 長野 長野 長野 長野 長野 長野
3 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟 新潟
4 愛知 愛知 愛知 北海道 北海道 北海道 北海道 北海道 北海道 茨城
5 広島 広島 北海道 愛知 広島 愛知 茨城 茨城 茨城 北海道
	 1）出典は表 1 に同じ。
表６　総農家戸数に対する組合員数割合（昭和期の長野県）
5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10 年 11 年 13 年 14 年 15 年
96 98 97 99 98 98 98 104 106 111

















































































全国実数 伸び率 長野実数 伸び率
1 年 3,353 6.1% 87 0.0%
2 年 3,437 2.5% 83 -4.6%
3 年 3,534 2.8% 81 -2.4%
4 年 3,593 1.7% 86 6.2%
5 年 3,751 4.4% 94 9.3%
6 年 4,151 10.7% 115 22.3%
7 年 4,497 8.3% 149 29.6%
8 年 6,062 34.8% 232 55.7%
9 年 7,206 18.9% 269 15.9%
10 年 8,430 17.0% 287 6.7%
11 年 9,831 16.6% 313 9.1%
12 年 10,362 5.4% 343 9.6%
13 年 11,671 12.6% 366 6.7%
14 年 11,839 1.4% 375 2.5%
15 年 11,968 1.1% 385 2.7%


































































































の全生活にまで及んだ その対応としての反産運動自体も結局は様々な種類の商人や団体がその担い手となっていった。実際には、反産運動が広範な商人層を結集 た全国的運動とし 展開する過程で、その中心勢力と ったのは比較的早くから を進めてい 肥料商だった。　
松本商工会議所による取締案を引き合いに出すまでもなく、反産























































各地商工会議所からの要請にも押 か ちで日本商工会義所遂に反産運動の中核として きを開始した。　
日本商工会義所は昭和八年九月に購買販売組合対策常設委員会





 前略） 抑々政府が産業組合に対し補助金助成金の交付、 低資の融通、免税の特典、官憲の経営参加、其の他有らゆる便宜と保護とを加
へて之を助成する結果、購買組合販売組合は商工業固有の領域に侵入し来り有利なる条件の下に不正不当の競争を試み何等他域を すことなき中小営業者 商権を脅威圧迫し其の生業を迫害せらるゝことは到底中小商工業者の黙止する能はざる所なり。
　（中略）　 翼くは産業組合の圧迫を蒙る全日本中小商工業者諸君来つて本連盟に加盟し以て主旨の達成に協力せられんことを」










































昭和八年には全購連が主要な肥料製造企業である満州化学の株五万株を取得することで、同社生産の硫安について優先引受権を確保した。 さらには、 硫安株式会 株 五㌫、 日本肥料株式会社株 一二 ・ 五㌫を持ち、肥料流通を本格的にコントロールしようとする姿勢を鮮明にしたのである。　
以上の経緯の後、昭和九年～一〇年にかけての第六七議会に政府











































にあった。つまり、産業組合が米穀の管理にあたるのは、 「特別ノ事情」が る場合にのみ限られるとの内容に修正され のである。しかも、付帯決議として「産業組合ノ違法及脱法行為ノ取締ヲ厳ニ」すること 「産業組 ト米穀商業組合トノ協調ヲ図」ること等が明記され、産業組合の活動を神経質に抑制しようとする 案となっ 。　
こうして政府提出の法案は修正され衆議院で成立したが、それに

























格は著しく下落し、なかでも繭価格の暴落がもっとも激しかった。養蚕業が日本農業にとっては不可欠の要素だったことから 繭価格安定化とそのため 繭取引統制 農村の立て直しをはかる政府の重要政策として浮上 た である。　
政府案の骨子は、大製糸家と養蚕組合との生繭取引である特約取






















しており、ほとんどの農家を産業組合員として吸収することに成功していた。そして、産業組合が信用・購買・販売・利用という四種類の事業を掌握することで農業にとっての基幹的流通をコントロールしつつあった以上 それはそ まま、街場 商人の営業 苦境に
陥れることを意味した。ただし、ここで留意すべきは、長野県の流通商人が直面した困難は単に、農民に流通過程を握られたことに止まらなかったことなのである。県内総戸数に対する産業組合員数の割合を示した表８をみれば明らかなごとく、長野県は総戸数 八割以上が産業組合員であり、全国平均と比較すればこの数値がいかに高いかは一目瞭然である。第二次拡充計画に入った昭和一三年以降こそ全国平均値も六 を超えるようになるが、それでも長野県の組合員数 合は非常に高い。この時期、総戸数に対する組合員数割合で長野県を凌いでいたのは島根 のみである。長野県の総戸数に対する農家戸数割合が六四㌫～ 七㌫だったことを考え合わせると、 産業組合は、農業者以外も含む八割以上の家庭を組織していたことになるから、基本的には残る二割弱住民を対象に営業せざるを得な 長野県 商人た
表８　総戸数に対する産業組合員数割合
5 年 6 年 7 年 8 年 9 年 10年 11年 13年 14年 15年
長野県 80 81 81 82 82 82 80 85 84 88





























































日本商権擁護連 設立を俟ってはじめて長野県でも、商工会議所を核とした反産運動、しがたって関係同業組合を網羅した組織的反産運動が成立したことを明確に示し いよう。その意味で、地方商工会議所が独自の組織的反産運動を展開することには限界があったと言うべきであり、長野県のように中小の 工業者が産業組合から最も大きな影響 受けた地域ですら 地方的反産運動が先鋭化するにはいたらなかったことには留意すべきであろう。　
商権擁護連盟長野支部結成大会では、政府による産業組合への保




応して長野県商工会連合会も県当局に商工課の新設を陳情するなど、他の商工関係団体も動き始める 、同年一二月に商権擁護 長野支部は、運動の第二期実行計画を発表し 。そこでは、産業組合
への保護を規定する法律の撤廃または改正を貴衆両院議員へ働きかけることが明確に示され、政治運動としての性格を鮮明にしていた。さらに翌昭和九年二月、矢継ぎ早に立案された第三次実行計画で貴衆両院への請願書提出が示された。だが、いず も全日本商権擁護連盟の方針を雛形とし、支部としてそれを伝達するのみの活動だった。　
こうした地方的活動の限界は地方議会レベルの議論にも反映し、






























































































合が最も発展した地域だったばかりか、その活動が極端なまでにあらゆる方面に及び、しかも大規模に展開した県だった。長野県の産業組合連合会自体が「巨大な商人」であり、 かもそれが様々に公的保護をうけているとなれば、街場の中小商人が対抗す 余地はほとんどなかった。産業組合が典型的に展開し、それ故 旧来の流通商人が大打撃を受けた長野県を対象に、産業組合と反産運動を実態に即して検討する意味がそこにある　
長野県の反産運動を商工会議所に視点を置いて考察したことで、


















組合と反産運動に直面した政府がどのように政策の調整をはかり、どのように実行しようとしていたかという、本論が目的としたもうひとつ 課題については、本論ですべてが解明されたとは言い難い。だが、政府が産業組合を土台とし農村 立 直 という揺るぎな基本姿勢をとるなか、産業組合を所管する農林省 精力的 産業組合保護政策を進め、他方の商工業を所管する商工省の動きは、抵抗を試みる程度のものに過ぎなかった。商工政策を担う商工省が産業組合の活動拡大に常に消極的だったのは、飽くまでも商工営業者の衰退に歯止めをかけたい故であり、農村対策として農村経済更正運動を強力 推し進める 府にあって、商工省の態度はほとんど斟酌されないものだったことは確認された。　
地方都市肥料商の没落のみが目立った産業組合と反産運動の過程














 産業組合についてはなによりも、産業組合史刊行会 『産業組合発達史』（全五巻） および産業組合中央会 『産業組合調査資料』 が参照されるべきだが、例えば医療保険制度の視点では、高嶋裕子 「国民健康保険制度形成過程における医療利用組合運動の歴史的位置――岐阜県小鷹利村を事例として――」 （ 『大原社会問題研究所雑誌』
N
o.564. ） 、青木郁夫 「医療利
















o.2,2001 ） 、河内聡子 「昭和前期の
農村地域における 〈共同体〉 の編成とそ 機能― の事例を中心に―」 （ 『社会システム研究』 第二二号） があげられよう。産青連の活動についてはさしあたり、北河賢三 「産業組合運動の展開と産青連」 （ 『季刊現代史』
1973.5 ） 、中嶋信 「産業組合拡充運動と産青連」 （ 『北海道大学農経論
叢』 三〇号、
1974 ） 、大串隆吉 「長野県下伊那郡旧千代村役場青年教育関
係資料と解説─青年会自主化から産業組合青年連盟まで─ 日本史研究』
1978.3 ） 小泉正人 「産業組合青年連盟の成立」 （ 『日本史研究』
1979.10 ） が
















（６） 石井寛治 『日本流通史』 （有斐閣、
2003 年） を参照。
二八











































18） 各年版の 『産業組合年鑑』 による。なお、同年鑑では昭和一二年の組織率を示すデータを欠いている。この時期、組合員数が全農家戸数を上回っているのは、市街地等では農家以外の組合員がそれなりにいたこと および一軒で複数 組合に加入す ケースがあったことによ
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27） 各年の 『産業組合要覧』 による。
（
















34） 吉矢友彦 「昭和期における肥料問題と農政 （下） 」 ） 京都大学経済学会 『経済論叢』 第八十九巻第四号、
1962 年） 。
（
35） 肥料商団体が全国的反産運動をリードした様子を、昭和八年一〇月一一日付 『大阪朝日新聞』 が次のように報じている。
　　







 来議会対策としては従来の 「産 組合特権廃止要求」 を中心標語として陳情請願などを続けるが、十分の効果を得られないことが明らかとなった場合には最後的手段としてたとえば税金の不納同盟結成などを考慮する
 」
（






































46） 委員会での発言は べて、 『帝国議会衆議院委員会議録』 による。
（
47） 例えば、 三 一二 東京朝日新聞 は、両国国技館で法案反対派二万人による集会が開かれたことを報じている。
（






摘する一方、 「乾繭取引となれば中小製糸等資金に乏し 業者は一年中必要な時に何時でも繭を買入れることが出来、おまけに乾繭組合が一時金融を代行 こととなるので資金難の緩和となるのだ 、理論上は中小製糸にも訴う ところがあるので製糸連合会の内部においても賛否の意見が対立していた」 とし、乾繭取引が中小の製糸家にとっては利益があり、大小の製糸家間で利害が一致していない を報じた。
（



































































51） 上田商工会議所所蔵 「総会及役員会記録」 （自大正五年九月以降至大正十三年三月二十二日） 。
（












57） 社団法人家の光協会所蔵の 「産業組合立診療機関ニ関スル資料 （其ノ ） 」
（





59） 全日本商権擁護連盟長野支部の活動内容について 、 『長野県史』 近代史料編第六巻
pp346-353 参照。
（
60） 『長野県通常県会議事日誌』 （昭和八年第五六回） による
（





（ 『長野県史』 近代資料編第五巻 （一）
pp113-139 。
（
63） 持田恵三 米穀市場の展開過程』 東京大学出版会、一九七〇年） 参照。
（
64） 石井寛治前掲 日 流通史』
p165 参照。
（











69） 上田商工会議所所蔵 『日誌』 。
（
70） 『長野県史』 通史編 三、
p208 参照。
（




72） 「産繭処理統制案県下蚕糸業関係者動向につき日本銀行松本支店報告」（ 『長野県史』 近代史料編第五巻 （一）
p805 。
